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現状における国・地方間の「税の配分」は６：４である一方、地方交付税、国庫支出金等

も含めた「税の実質配分」は３：７となっており、依然として大きな乖離がある。 

 

 

地方自治体が事務及び事業を自主的かつ自立的に執行できる真の分権型社会を実現するた

め、消費税、所得税、法人税等、複数の基幹税からの税源移譲を行い、国・地方間の「税の

配分」をまずは５：５とし、さらに、国と地方の役割分担を抜本的に見直した上で、その新

たな役割分担に応じた「税の配分」となるよう、具体的な工程を明示し、地方税の配分割合

を高めていくべきである。  

 

 

 

地方自治体間の財政力格差の是正を目的に導入された地方法人税は、単に、法人住民税の

一部を国税化し、地方交付税として地方に再配分する制度にすぎず、受益と負担の関係に反

し、真の分権型社会の実現の趣旨にも反する不適切な制度である。 

 

 

地方自治体間の財政力格差の是正は、法人住民税などの地方税収を減ずることなく、国税

からの税源移譲や地方交付税の法定率引上げ等、地方税財源拡充の中で地方交付税なども含

め一体的に行うべきである。 
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注 国の当初予算額、地方財政計画額による数値である。 
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指定都市は、圏域の中枢都市としての役割や、人口の集中・産業集積に伴う都市的課題か

ら生ずる大都市特有の財政需要を抱えているが、都市税源である消費・流通課税及び法人所

得課税の配分割合が極めて低くなっている。 

 

 

指定都市においては、消費流通活動が活発に行われていること及び法人が産業経済の集積

に伴う社会資本整備などの行政サービスを享受していることを踏まえ、消費・流通課税及び

法人所得課税の配分割合を拡充すべきである。 

特に、地方消費税は、税源の偏在性が小さく税収が安定した地方の重要な財源であり、ま

た、社会保障財源化分以外の地方消費税については､都市における消費流通活動に伴って必要

となる都市インフラの整備等の財政需要を賄うにふさわしい都市税源であるため、より一層

の充実を図る必要がある。 

また、法人住民税についても、法人が市町村から産業経済の集積に伴う社会資本整備など

の行政サービスを享受していることによる、地域の構成員としての応益負担であり、市町村

の基幹税目として重要な役割を果たしていることから、その配分割合の拡充を図る必要があ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 2 4 6 8 10

人口1万人当たりホームレス人数

（人）

生活保護率（‰）

人口100人当たり犯罪認知件数（件）

大気中窒素酸化物濃度（ppm）

12時間平均交通量（台）

全国（指定都市、特別区を除く） 指定都市

0.010

0.015 1.55倍

1.37倍

2.71倍

1.59倍

8.81倍

5,539 
14,988 

0.41 
0.56 

15.37 

24.41 

0.07 
0.65 

指定都市は、都市的インフラの整

備、環境・安全安心、福祉等の都

市的課題を多く抱えている 

注１ 各種統計より作成 
注２ 「生活保護保護率」の全国数値は特別区を含む （指定都市÷全国） 
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0 0.5 1 1.5 2

人口1人当たり民生費（千円）

人口1人当たり土木費（千円）

全国（指定都市、特別区を除く） 指定都市

1.43倍

1.18倍

48.1

68.6

191.9

225.9

注 令和 3年度市町村別決算状況調 
（指定都市÷全国） 

0 10 20 30

事業系ごみ搬入量

年間商品販売額

事業所数

従業者数

人口 22.2%

23.7%

23.1%

30.6%

25.6%

指定都市は全国の人口の

約２割が集中しており､年

間商品販売額も全国の約

３割を占めるなど､消費流

通活動及び法人の事業活

動が活発 
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指定都市は、事務配分の特例により道府県から移譲されている事務・権限（以下「大都市

特例事務」という。）を担っているが、必要な財源については、税制上の措置が不十分である。 

また、指定都市の市民は、大都市特例事務に係る行政サービスを指定都市から受けている

にもかかわらず、その経費を道府県税として負担しており、応益原則に反し受益と負担の関

係にねじれが発生している。 

 

 

指定都市の大都市特例事務に係る経費のうち、税制上の措置不足額については、個人・法

人道府県民税及び地方消費税の複数税目からの税源移譲による税源配分の見直しを行い、大

都市特例税制を創設すべきである。 

なお、真の分権型社会を実現していく中で、新たに道府県から指定都市へ移譲される事務・

権限に必要な財源についても、指定都市への税制上の措置を講ずるべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定都市の市民は 

・ 大都市特例事務に係る行政サービスは「指定都市から受益」 

・ その経費は「道府県税として負担」 

大都市特例事務に係る経費は 

道府県から指定都市への税源移譲による 

税源配分の見直し（大都市特例税制の創設）により措置 

（個人・法人道府県民税及び地方消費税の複数税目からの税源移譲） 

大都市特例税制の創設によりねじれを是正 
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個人住民税は、地域社会の費用を広く分担する税である。 

指定都市の市税収入のうち４１．５％を占める基幹税目となっており、基礎的行政サービ

スの提供を安定的に支えていく上で極めて重要な税源である。 

平成１９年度に所得税から個人住民税への３兆円規模の税源移譲が実現したものの、依然

として市町村の配分割合は低い状況で推移している。 

 

 

個人住民税は、市町村の基幹税目であり、税収が安定していることを考慮し、国・地方間

の税源配分を是正する中で、より一層の充実を図る必要がある。 
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固定資産税は、指定都市において市税収入の約４割を占めており、税源の偏在性が小さく、

住民税と同様に基礎的行政サービスの提供を安定的に支える上で極めて重要な基幹税目であ

る。 

 

固定資産税は、国の経済対策等に固定資産税を用いず、今後も公平かつ簡素な税制を目指

すとともに、その安定的な確保を図る必要がある。 

また、令和３・４年度税制改正において講じられた負担調整措置の特例のように、課税標

準額の上昇幅を抑制する等の措置は行うべきではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 平成 26 年度から令和３年度までは決算額、令和４年度及び令和５年度は各市の当初予算額による数値である。 
２ 評価替え年度は、平成 27、30、令和３年度である。 

11



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

償却資産に対する固定資産税は、償却資産の所有者が事業活動を行うに当たり、市町村か

ら行政サービスを享受していることに対する応益負担であり、市町村全体で約１．８兆円に

上る貴重な安定財源となっている。 

 

償却資産に対する固定資産税の廃止・縮減を行うことは、市町村財政の根幹を揺るがすも

のであり、産業振興、地域活性化に取り組む市町村の自主財源の安定性を損なうことにもな

ることから、本制度は堅持すべきである。 
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 固定資産税に係る商業地等の据置特例については、課税の公平性の観点から、地域や土地に

よりばらつきのある負担水準（評価額に対する前年度課税標準額の割合）を６０％から７０％

の据置ゾーンに収斂させることを重視した措置が講じられている。 

その結果、地価が上昇している場合には負担水準６０％に、地価が下落している場合には負

担水準７０％に収斂され、評価額と税額の高低が逆転する現象が生じるなど、据置ゾーン内に

おいて税負担の不公平な状態を固定化しているとともに納税者にとって分かりにくい制度とな

っている。 

 

 

土地の負担調整措置については、安定的な財源を確保しつつ、負担水準の均衡化及び負担

調整措置の簡素化を図るため、住宅用地と同様に商業地等の据置特例を早期に廃止し、負担

水準を７０％に収斂させる必要がある。 
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地方税の税負担軽減措置及び国税の租税特別措置については、これまでも見直しが行われ

てきたが、なお見直しが不十分な状況にある。 

 

税負担の公平性の観点から適当でないものについては見直しを進めるとともに、国の施策

により地方税に影響を及ぼすものについては、地方自治体の自主性・自立性を阻害し、市町

村にとって減収の一因となることから、一層の整理合理化を進める必要がある。 

  特に、固定資産税の、現行の非課税、課税標準の特例、減額措置等については、住宅ストッ

クの充足や空き家の増加といった現状を踏まえて新築住宅に係る固定資産税の減額措置を見直

すなど、社会経済情勢の変化も踏まえつつ、税負担の公平性、固定資産税の安定的確保や地方

自治体の自主性・自立性の確保を図る観点から、政策効果等を十分検証し、指定都市を含めた

地方自治体の意見を十分に反映させた上で廃止・縮減も含めた抜本的な見直しを行う必要があ

る。 
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重点要望事項 

１ 真の分権型社会の実現のための国・地方間の税源配分の是正 
 

令和５年度要望 結 果 の 概 要  

（１）消費税、所得税、法人税等、複数の基幹税からの税源移譲を

行い、国・地方間の「税の配分」をまずは５：５とし、さらに、国

と地方の役割分担を抜本的に見直した上で、その新たな役割分担

に応じた「税の配分」となるよう、地方税の配分割合を高めていく

こと。 

（２）地方自治体間の財政力格差の是正は、法人住民税などの地方

税収を減ずることなく、国税からの税源移譲等、地方税財源拡充の

中で地方交付税なども含め一体的に行うこと。 

 

（１）現状における国・地方間の「税の配分」は６：４である一方、

地方交付税、国庫支出金等も含めた「税の実質配分」は３：７とな

っており、依然として大きな乖離がある。 

したがって、地方自治体が事務及び事業を自主的かつ自立的に

執行できる真の分権型社会を実現するため、消費税、所得税、法人

税等、複数の基幹税からの税源移譲を行い、国・地方間の「税の配

分」をまずは５：５とし、さらに、国と地方の役割分担を抜本的に

見直した上で、その新たな役割分担に応じた「税の配分」となるよ

う、具体的な工程を明示し、地方税の配分割合を高めていくべきで

ある。 

（２）地方自治体間の財政力格差の是正を目的に導入された地方

法人税は、単に、法人住民税の一部を国税化し、地方交付税として

地方に再配分する制度にすぎず、受益と負担の関係に反し、真の分

権型社会の実現の趣旨にも反する不適切な制度である。 

もとより、地方自治体間の財政力格差の是正は、法人住民税な

どの地方税収を減ずることなく、国税からの税源移譲や地方交付

税の法定率引上げ等、地方税財源拡充の中で地方交付税なども含

め一体的に行うべきである。 

【国の対応状況、検討状況等を含め具体的に記載】 

※白本に係る「令和５年度国の施策及び予算に関する調」の掲載内容をベースに作成 

（要請が反映された項目・内容）※一部反映された項目・内容も記載 

○ なし。 

なお、令和５年度与党税制改正大綱「第一 令和５年度税制改正の基本的考え方等」

において、 

 ・「過疎化や高齢化といった地方の課題を解決し、地方活性化に取り組むため、住民生

活に密着した行政サービスを支える地方公共団体の税収をしっかり確保するととも

に、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系を構築することが必要である。」 

とされた。 

（要請が反映されなかった項目・内容） 

○ 全項目・内容。 
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重点要望事項 

２ 大都市特有の財政需要に対応した都市税源の拡充強化 
 

 

令和５年度要望 結 果 の 概 要  

大都市特有の財政需要に対応するため、都市税源である消費・流

通課税及び法人所得課税の配分割合を拡充すること。 

特に、地方消費税と法人住民税の配分割合を拡充すること。 

 

指定都市は、圏域の中枢都市としての役割や、人口の集中・産業

集積に伴う都市的課題から生ずる大都市特有の財政需要を抱えて

いるが、都市税源である消費・流通課税及び法人所得課税の配分割

合が極めて低くなっている。 

指定都市においては、消費流通活動が活発に行われていること

及び法人が産業経済の集積に伴う社会資本整備などの行政サービ

スを享受していることを踏まえ、特に地方消費税（社会保障財源化

分以外）と法人住民税の配分割合を拡充すべきである。 

【国の対応状況、検討状況等を含め具体的に記載】 
※白本に係る「令和５年度国の施策及び予算に関する調」の掲載内容をベースに作成 

（要請が反映された項目・内容）※一部反映された項目・内容も記載 

○ なし。 

（要請が反映されなかった項目・内容） 

○ 全項目・内容。 
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重点要望事項 

３ 事務配分の特例に対応した大都市特例税制の創設 
 

令和５年度要望 結 果 の 概 要  

道府県から指定都市に移譲されている事務・権限及び新たに移

譲される事務・権限について所要額が税制上措置されるよう、道府

県から指定都市への税源移譲により大都市特例税制を創設するこ

と。 

 

指定都市は、事務配分の特例により道府県から移譲されている

事務・権限（以下「大都市特例事務」という。）を担っているが、

必要な財源については、税制上の措置が不十分である。 

また、指定都市の市民は、大都市特例事務に係る行政サービスを

指定都市から受けているにもかかわらず、その経費を道府県税と

して負担しており、応益原則に反し受益と負担の関係にねじれが

発生している。 

したがって、指定都市の大都市特例事務に係る経費のうち、税制

上の措置不足額については、個人・法人道府県民税及び地方消費税

の複数税目からの税源移譲による税源配分の見直しを行い、大都

市特例税制を創設すべきである。 

なお、真の分権型社会を実現していく中で、新たに道府県から指

定都市へ移譲される事務・権限に必要な財源についても、指定都市

への税制上の措置を講ずるべきである。 

【国の対応状況、検討状況等を含め具体的に記載】 
※白本に係る「令和５年度国の施策及び予算に関する調」の掲載内容をベースに作成 

（要請が反映された項目・内容）※一部反映された項目・内容も記載 

○ なし。 

なお、「令和４年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和４年 12 月 20 日閣議

決定）中、「３ 事務・権限の移譲に伴う財源措置その他必要な支援」において、 

 ・「事務・権限の移譲に伴う財源措置については、地方公共団体において移譲された事

務・権限を円滑に執行することができるよう、地方税、地方交付税や国庫補助負担金

等により、確実な財源措置を講ずるとともに、マニュアルの整備や技術的助言、研修

や職員の派遣などの必要な支援を実施する。」 

とされた。 

（要請が反映されなかった項目・内容） 

○ 全項目・内容。 
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重点要望事項 

１ 国庫補助負担金の改革 
 

令和５年度要望 結 果 の 概 要  

（１）国と地方の役割分担の見直しを行った上で、国が担うべ

き分野については必要な経費全額を国が負担するとともに、地

方が担うべき分野については国庫補助負担金を廃止し、所要額

を全額税源移譲すること。 

（２）税源移譲されるまでの間、地方が必要とする国庫補助負

担金の総額を確保するとともに、地方にとって、自由度が高く

活用しやすい制度とすること。 

 

（１）真に住民に必要なサービスを地方自らの責任で主体的か

つ効率的に提供するためには、国と地方の役割分担の見直しを

行った上で、国が担うべき分野については、必要な経費全額を

国が負担するとともに、地方が担うべき分野については、国の

関与・義務付けの廃止・縮減と併せて、国庫補助負担金を廃止

し、所要額を全額税源移譲すべきである。 

（２）税源移譲されるまでの間、地方が必要とする国庫補助負

担金の総額を確保するとともに、事業規模や使途に関する要件

の緩和、予算の流用への弾力的対応、事務手続の簡素化、国庫

債務負担行為の柔軟な設定等、地方にとって、より自由度が高

く活用しやすい制度となるよう見直しを進めるべきである。な

お、三位一体の改革で行ったような単なる国庫補助負担率の引

下げは、決して行うべきでない。 

 

【国の対応状況、検討状況等を含め具体的に記載】 
※白本に係る「令和５年度国の施策及び予算に関する調」の掲載内容をベースに作成 

（要請が反映された項目・内容）※一部反映された項目・内容も記載 

○ なし。 

（要請が反映されなかった項目・内容） 

○ 全項目・内容。 

国庫補助負担金の廃止及び所要額の全額税源移譲については、明確な国の方針が示されな

かった。 



 

 - 5 -

重点要望事項 

２ 国直轄事業負担金の廃止 
 

 

令和５年度要望 結 果 の 概 要  

国と地方の役割分担の見直しを行った上で、国が行うことと

された国直轄事業については、地方負担を廃止すること。 

  また、現行の国直轄事業を地方へ移譲する際には、所要額を

全額税源移譲すること。 

 

「事務・権限の移譲等に関する見直し方針について」（平成

２５年１２月２０日閣議決定）において、直轄道路・直轄河川

については、事務・権限の移譲及び財源措置の考え方が示され

たが、国直轄事業負担金の廃止や税源移譲には触れられてお

らず、地方の意見を十分に反映したものとなっていないため

不十分である。加えて、道路・河川以外の国直轄事業について

は、国において、考え方が何ら示されていない状況であるた

め、地方の意見を踏まえ、早急に明示すべきである。 

真の分権型社会の実現に向けて、国と地方の役割分担の見

直しを行った上で、最終的に国が行うこととされた国直轄事

業については、国の責任で整備を行い、地方負担は廃止すべき

である。 

また、現行の国直轄事業を地方へ移譲する際には、所要額を

全額税源移譲すべきである。 

なお、国直轄事業負担金が廃止されるまでの間、国直轄事業

の実施に当たっては、効率的な事務執行、コスト縮減を徹底す

るとともに、地方の意見や財政状況が反映されるよう、国が事

業内容、事業費等を決定する前の計画段階から地方と十分に

協議を行い、合意形成できる制度とし、また、その際には詳細

な説明と速やかな情報提供を行うべきである。 

 

【国の対応状況、検討状況等を含め具体的に記載】 

（要請が反映された項目・内容）※一部反映された項目・内容も記載 

○ なし。 

（要請が反映されなかった項目・内容） 

○ 全項目・内容。 

国庫補助負担の廃止及び所要額の全額税源移譲については、明確な国の方針が示されなか

った。 
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重点要望事項 

３ 地方交付税の必要額の確保と臨時財政対策債の廃止 
 

令和５年度要望 結 果 の 概 要  
（１）地方交付税は地方固有の財源であることから、国の歳出削減
を目的とした総額の一方的な削減は決して行わず、大都市特有の財
政需要を反映させるなど、地域社会に必要不可欠な一定水準の行政
サービスの提供に必要な額を確保すること。特に、新型コロナウイ
ルスの感染拡大を契機として経常的に見込まれる財政需要や原油価
格・物価高騰による内部管理経費の増大を含む各種対応についても、
必要な財政措置を行うこと。 
（２）地方財源不足の解消は地方交付税の法定率引上げなどにより
対応し、臨時財政対策債は速やかに廃止すること。 
（３）地方交付税の算定に当たっては、地方交付税額の予見可能性
を確保すること。 
 
（１）地方交付税は国から恩恵的に与えられているものではなく、
地方固有の財源であり、国の歳出削減を目的とした総額の一方的
な削減は決して行うべきでない。また、地域社会に必要不可欠な一
定水準の行政サービスを提供するための財源保障機能と税源偏在
の調整機能をもつことから、大都市特有の財政需要のほか、増加傾
向にある社会保障関係費、地域社会のデジタル化や脱炭素社会の
実現に向けた取組、防災・減災、国土強靱化等に係る財政需要や地
方税等の収入を的確に見込むことで、標準的な行政サービスの提
供に必要な地方交付税額を確保すべきである。特に、今後の感染症
危機に備えた対応を含め、新型コロナウイルスの感染拡大を契機
として経常的に見込まれる財政需要や原油価格・物価高騰による
内部管理経費の増大を含む追加需要についても、地方財政計画に
適切に反映した上で、必要な財政措置を行うべきである。なお、地
方交付税を補助金や交付金のような政策誘導手段として用いるこ
とや、地方交付税額の大都市に限定した削減並びに地方が保有す
る基金の増加や現在高を理由とした削減は、決して行うべきでな
い。 
（２）臨時財政対策債は相対的に指定都市への配分割合が大きい
ため、指定都市の市債残高に占める臨時財政対策債残高の割合は
拡大しており、市債発行額抑制や市債残高削減の支障となってい
る。地方財源不足の解消は、地方交付税の法定率引上げなどにより
対応し、臨時財政対策債は速やかに廃止すべきである。また、既往
債の元利償還金については、その全額を将来にわたり確実に地方
交付税措置すべきである。 
（３）地方交付税の具体的な算定方法を早期に明示し、各地方自治
体における予算編成に支障が生じないように地方交付税額の予見
可能性を確保すべきである。 

【国の対応状況、検討状況等を含め具体的に記載】 
※白本に係る「令和５年度国の施策及び予算に関する調」の掲載内容をベースに作成 

（要請が反映された項目・内容）※一部反映された項目・内容も記載 

○ 地方交付税必要額の確保 

社会保障関係費の増加が見込まれる中、地方団体が、住民のニーズに的確に応えつつ、地域

のデジタル化や脱炭素化の推進など様々な行政課題に対応し、行政サービスを安定的に提供

できるよう、地方交付税等の一般財源総額について、令和 4年度を上回る額が確保された。 

（令和 5年度地方財政計画） 

・地方財政計画の規模 92 兆 350 億円（前年度比＋1兆 4,432 億円、＋1.6％） 

・一般財源総額    65 兆  535 億円（前年度比 ＋1兆 1,900 億円、＋1.9％） 

・一般財源総額（水準超経費を除く交付団体ベース） 

           62 兆 1,635 億円（前年度比＋1,500 億円、＋0.2％） 

・地方交付税の総額  18 兆 3,611 億円（前年度比＋3,073 億円、＋1.7％） 

 （内訳）・国税 4税の法定率分等 16 兆 1,669 億円 

     ・一般会計における加算措置   154 億円 

          ・特別会計分       2 兆 1,788 億円 

・臨時財政対策債  9,946 億円（前年度比▲7,859 億円、▲44.1％） 

○ 新型コロナウイルス感染拡大を契機として経常的に見込まれる財政需要や原油価格・物価

高騰による内部管理経費の増大を含む各種対応に対する必要な財源措置 

新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰対策とウクライナ情勢経済緊急対応とし

て予備費は、前年度同額の 5兆円を措置された。 

学校、福祉施設、図書館、文化施設など自治体の施設の光熱費の高騰を踏まえ、一般行政経

費（単独）700 億円が増額された。 
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（要請が反映されなかった項目・内容） 

○ 地方交付税の法定率引上げ 

総務省から概算要求時に継続して事項要求されたが、実現されなかった。 

○ 臨時財政対策債の廃止 

廃止については、明確な国の方針が示されなかった。 

ただし、令和 5年度の臨時財政対策債は 9,946 億円（前年度比▲7,859 億円、▲44.1％）と

大幅に抑制された。 

○ 地方交付税の予見可能性の確保 
具体的な算定方法の早期明示については、新たな進展はなかった。 
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要望事項 

１ 消費・流通課税の充実 
 

 

令和５年度要望 結 果 の 概 要  

都市税源である消費・流通課税の市町村への配分割合の大幅な

拡充を図ること。 

特に、地方消費税について、国・地方間の税源配分を是正する中

で、より一層の充実を図ること。 

 

消費・流通課税は、都市における消費・物流の実態を反映する都

市税源であるが、市町村への配分割合は３．１％と極めて低いた

め、大幅な拡充を図る必要がある。 

特に、地方消費税は、税源の偏在性が小さく税収が安定した地方

の重要な財源であり、また、社会保障財源化分以外の地方消費税に

ついては､都市における消費流通活動に伴って必要となる都市イ

ンフラの整備等の財政需要を賄うにふさわしい都市的税目である

ため、国・地方間の税源配分を是正する中で、より一層の充実を図

る必要がある。 

【国の対応状況、検討状況等を含め具体的に記載】 

（要請が反映された項目・内容）※一部反映された項目・内容も記載 

○ なし。 

（要請が反映されなかった項目・内容） 

○ 全項目・内容。 

  消費・流通課税の市町村への配分割合の拡充については、明確な国の方針が示されな

かった。 
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要望事項 

２ 所得課税の充実（個人住民税） 
 

 

令和５年度要望 結 果 の 概 要  

市町村の基幹税目であり、税収の安定した個人住民税について、

国・地方間の税源配分を是正する中で、より一層の充実を図るこ

と。 

 

個人住民税は、地域社会の費用を広く分担する税であり、基礎的

行政サービスの提供を安定的に支えていく上で極めて重要な税源

である。 

平成１９年度に所得税から個人住民税への３兆円規模の税源移

譲が実現したものの、依然として市町村の配分割合は低い状況で

推移している。 

したがって、個人住民税は、市町村の基幹税目であり、税収が安

定していることを考慮し、国・地方間の税源配分を是正する中で、

より一層の充実を図る必要がある。 

【国の対応状況、検討状況等を含め具体的に記載】 

（要請が反映された項目・内容）※一部反映された項目・内容も記載 

○ なし。 

（要請が反映されなかった項目・内容） 

○ 全項目・内容。 

  個人住民税のより一層の充実については、明確な国の方針が示されなかった。 
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要望事項 

３ 所得課税の充実（法人住民税） 
 

 

令和５年度要望 結 果 の 概 要  

都市的税目である法人住民税について、大都市特有の財政需要

に対応するため、国・地方間の税源配分の是正により、配分割合の

拡充を図ること。 

 

法人は、市町村から産業経済の集積に伴う社会資本整備などの

行政サービスを享受している。しかしながら、都市的税目である法

人住民税については、法人所得課税の市町村への配分割合が、４．

５％と極めて低く、大都市特有の財政需要に対応した税収が確保

できない仕組みになっていることから、国・地方間の税源配分の是

正により、その配分割合の拡充を図る必要がある。 

なお、法人住民税は、地域の構成員としての応益負担であり、市

町村の基幹税目として重要な役割を果たしている。その一方で、地

方自治体間の財政力格差の是正を目的に導入された地方法人税

は、単に、法人住民税の一部を国税化し、地方交付税として地方に

再配分する制度にすぎず、受益と負担の関係に反し、真の分権型社

会の実現の趣旨にも反する不適切な制度である。 

もとより、地方自治体間の財政力格差の是正は、法人住民税など

の地方税収を減ずることなく、国税からの税源移譲や地方交付税

の法定率引上げ等、地方税財源拡充の中で地方交付税なども含め

一体的に行うべきである。 

【国の対応状況、検討状況等を含め具体的に記載】 

（要請が反映された項目・内容）※一部反映された項目・内容も記載 

○ なし。 
  なお、令和５年度与党税制改正大綱「第一 令和５年度税制改正の基本的考え方等」

において、 
・「昨年 10 月にＯＥＣＤ／Ｇ２０「ＢＥＰＳ（注）包摂的枠組み」において、経済のデ

ジタル化に伴う課税上の課題への解決策に関する国際的な合意がまとめられた。本国

際合意は、市場国への新たな課税権の配分（「第１の柱」）とグローバル・ミニマム課

税（「第２の柱」）の２つの柱からなる。わが国は、ＢＥＰＳプロジェクトの立上げ時

から、国際課税改革に関する議論を一貫して主導してきたところであり、本国際合意

の実施に向けた取組みを進めることが重要である。来年、わが国がＧ７議長国を務め

ることも踏まえ、引き続き、制度の詳細化に向けた国際的な議論に積極的に貢献する

とともに、国際合意に則った法制度の整備を進める。」 
とされた。 

（要請が反映されなかった項目・内容） 

○ 全項目・内容。 

  法人住民税の配分割合の拡充については、明確な国の方針が示されなかった。 
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要望事項 

４ 固定資産税の安定的確保 
 

 

令和５年度要望 結 果 の 概 要  

（１）固定資産税は、税源の偏在性が小さく、基礎的行政サービスの提供を
安定的に支える上で重要な基幹税目であるため、国の経済対策にこれを
用いるべきではなく、今後も公平かつ簡素な税制を目指すとともに、そ
の安定的な確保を図ること。 

（２）土地に係る固定資産税の負担調整措置について、商業地等に係る課税
標準額の上昇幅を抑制する措置が講じられたが、国の経済対策について
は、国税や国庫補助金などにより実施すべきであるため、今回の措置は
令和４年度限りで確実に終了し、今後新たな負担軽減措置の創設等、制
度の根幹を揺るがす見直しは断じて行わないこと。 

（３）償却資産に対する固定資産税の制度は堅持すること。 
（４）土地の負担調整措置については、現行の商業地等の据置特例を早期に

廃止し、負担水準を７０％に収斂させる制度とすること。 
 
（１）固定資産税は、指定都市において市税収入の約４割を占めており、

税源の偏在性が小さく、住民税と同様に基礎的行政サービスの提供を
安定的に支える上で極めて重要な基幹税目であるため、国の経済対策
にこれを用いるべきではなく、今後も公平かつ簡素な税制を目指すと
ともに、その安定的な確保を図る必要がある。 

（２）景気回復に万全を期すため、土地に係る固定資産税の負担調整措置
について、激変緩和の観点から、令和４年度に限り、商業地等に係る
課税標準額の上昇幅を、評価額の２．５％（改正前：５％）とする措
置が講じられた。これはあくまで臨時かつ異例の措置であり、国の経
済対策については、本来国税や国庫補助金などにより実施すべきであ
るため、今後期間の延長や新たな負担軽減措置の創設等、制度の根幹
を揺るがす見直しは断じて行うべきではない。 

（３）償却資産に対する固定資産税は、償却資産の所有者が事業活動を行
うに当たり、市町村から行政サービスを享受していることに対する応
益負担であり、市町村全体で約１兆８，０００億円に上る貴重な安定
財源となっている。その廃止・縮減を行うことは、市町村財政の根幹
を揺るがすものであり、産業振興、地域活性化に取り組む市町村の自
主財源を奪うことにもなることから、本制度は堅持すべきである。 

（４）土地の負担調整措置については、安定的な財源を確保しつつ、負担
水準の均衡化及び負担調整措置の簡素化を図るため、住宅用地と同様
に商業地等の据置特例を早期に廃止し、負担水準を７０％に収斂させ
る必要がある。 

 

【国の対応状況、検討状況等を含め具体的に記載】 

（要請が反映された項目・内容）※一部反映された項目・内容も記載 

○ （２）商業地等に係る課税標準額の上昇幅を抑制する措置の終了。 

  固定資産税（土地）については、令和５年度においては、既定の負担調整措置を適用

することとされた。 

（３）償却資産に対する固定資産税の制度の堅持。 

償却資産に対する固定資産税の制度については、廃止等の大幅な見直しはされず、堅

持された。 

（要請が反映されなかった項目・内容） 

○ 上記以外の項目・内容。 
（１）、（３）について、現行の商業地等に係る課税標準額の上昇幅を抑制する措置の

終了は明示されたものの、令和５年度与党税制改正大綱「第二 令和５年度税制改正の

具体的内容」において、 
・「中小企業等経営強化法に規定する市町村の導入促進基本計画に適合し、かつ、労働

生産性を年平均３％以上向上させるものとして認定を受けた中小事業者等の先端設備

等導入計画に記載された一定の機械・装置等であって、生産・販売活動等の用に直接

供されるものに係る固定資産税について、課税標準を最初の３年間価格の２分の１と

する特例措置を令和７年３月 31 日まで講ずる。」 

とされた。 

（４）について、土地の負担調整措置に係る商業地等の据置特例の廃止については、

明確な国の方針が示されなかった。 
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要望事項 

５ 定額課税の見直し 
 

 

令和５年度要望 結 果 の 概 要  

相当期間にわたって据え置かれている定額課税については、市

町村の財源確保の観点から、税負担の均衡や物価水準等を考慮し

つつ、適切な見直しを行うこと。 

 

特別とん税や法人市民税（均等割）等の定額で課税されている税

目については、相当期間にわたって税率が据え置かれているもの

がある。 

したがって、市町村の財源確保の観点から、税負担の均衡や物価

水準の推移等を勘案しつつ、適切な見直しを行う必要がある。 

【国の対応状況、検討状況等を含め具体的に記載】 

（要請が反映された項目・内容）※一部反映された項目・内容も記載 

○ なし。 

（要請が反映されなかった項目・内容） 

○ 全項目・内容。 

  定額課税の適切な見直しについては、明確な国の方針が示されなかった。 
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要望事項 

６ 税負担軽減措置等の整理合理化 
 

 

令和５年度要望 結 果 の 概 要  

地方税の税負担軽減措置及び国税の租税特別措置の一層の整理

合理化を進めること。 

特に、新築住宅に係る固定資産税の減額措置を含め、固定資産

税・都市計画税の非課税、課税標準の特例、減額措置等については、

税負担の公平性や固定資産税の安定的確保を図る観点から、政策

効果等を十分検証し、地方自治体の意見を十分に反映させた上で

廃止・縮減も含めて抜本的に見直しを行うこと。 

 

地方税の税負担軽減措置及び国税の租税特別措置については、

これまでも見直しが行われてきたが、なお見直しが不十分な状況

にある。 

したがって、課税の均衡上適当でないものについて見直しを進

めるとともに、主として国の施策により地方税に影響を及ぼすも

のなどについては、地方の自主性・自立性を阻害し、市町村にとっ

て減収の一因となることからも、一層の整理合理化を進める必要

がある。 

その際には、住宅ストックが量的に充足している現状などを踏

まえて新築住宅に係る固定資産税の減額措置を見直すなど、特に、

固定資産税・都市計画税の非課税、課税標準の特例、減額措置等に

ついては、税負担の公平性、固定資産税の安定的確保や地方の自主

性・自立性の確保を図る観点から、政策効果等を十分検証し、廃止・

縮減も含めて抜本的な見直しを行う必要がある。また、見直しに当

たっては指定都市を含めた地方自治体の意見を十分に反映させる

必要がある。 

【国の対応状況、検討状況等を含め具体的に記載】 

（要請が反映された項目・内容）※一部反映された項目・内容も記載 
○ 地方税の税負担軽減措置及び国税の租税特別措置の一層の整理合理化について、令和５年度与党税制

改正大綱「第一 令和５年度税制改正の基本的考え方等」において、 
 ・「毎年度、期限が到来するものを中心に、各措置の利用状況等を踏まえつつ、必要性や政策効果をよ

く見極めた上で、廃止を含めてゼロベースで見直しを行い、存置するものについては、各措置の性質

等に応じ適切な適用期限を設定する。こうした取組みの実効性を高めるため、政策効果の検証の質の

向上など、ＥＢＰＭの徹底に努めることが必要である。また、租税特別措置の創設・拡充を行う場合

は、財源を確保することやいたずらに全体の項目数を増加させないことに配意する。」 

とされ、「第二 令和５年度税制改正の具体的内容」において、 

・ 心身障害者を多数雇用する事業所の事業主が障害者の雇用の促進等に関する法律に規定する重度障

害者多数雇用事業所施設設置等助成金の支給を受けて取得した事業用施設に係る固定資産税の課税

標準の特例措置を廃止する。 
・ 平成 28 年熊本地震により滅失・損壊した償却資産に代わるものとして一定の被災地域内で取得等

をした償却資産に係る固定資産税の課税標準の特例措置を廃止する。 

などとされた。 

（要請が反映されなかった項目・内容） 

○ 固定資産税・都市計画税の非課税、課税標準の特例、減額措置等の抜本的な見直しに

ついては、明確な国の方針が示されなかった。 
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要望事項 

１ 国庫補助負担金の超過負担の解消 
 

 

令和５年度要望 結 果 の 概 要  

国庫補助負担金の改革がなされるまでの間、存続する国庫補

助負担金については、超過負担の解消を図ること。 

 

国庫補助負担金の改革がなされるまでの間、存続する国庫補

助負担金については、国と地方の適正な財政秩序を確立するた

め、その算出の際には、事業実施のために必要かつ十分な金額

を基礎とし、超過負担を解消すべきである。 

 

【国の対応状況、検討状況等を含め具体的に記載】 

（要請が反映された項目・内容）※一部反映された項目・内容も記載 

○ なし。 

なお、文部科学省の令和５年度予算（案）のポイントの「公立学校施設の整備」におい

て、建築単価が対前年度比で＋１０．３％（物価変動の反映や標準仕様の見直し等による

増）とされた。 

（要請が反映されなかった項目・内容） 

○ 全項目・内容。 

国庫補助負担金の超過負担の解消については、明確な国の方針が示されなかった。 
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要望事項 

２ 地方債制度の充実 
 

 

令和５年度要望 結 果 の 概 要  

（１）公共施設等適正管理推進事業債については、公用施設も
対象とするとともに、長期的な視点で計画的に対策が進め
られるよう、恒久的な措置とすること。また、令和４年度
から対象となった脱炭素化事業について、新築や建替えも
対象に含めること。 

（２）地方債のうち公的資金について、借入条件を改善し、安
定的に確保するとともに、補償金免除繰上償還について
は、対象団体の拡大や対象要件の緩和を図り、改めて実施
すること。また、地方債の償還期間については、施設の耐
用年数に応じた弾力的運用を行うこと。 

 
（１）都市施設の整備や累次の景気対策に伴い、特に大都市にと

っては公債費が多大な負担となっており、今後老朽化施設
の維持管理・修繕・更新などのほか、昨今の大規模災害を教
訓として災害に備えることも急務であるため、更に財政的
な負担が増す見込みである。 

   こうした現状を踏まえ、公共施設等適正管理推進事業債に
ついては、災害対策等において重要な役割を担う庁舎や消
防署などの公用施設も対象とするとともに、長期的な視点
をもって、公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設等の
更新・統廃合・長寿命化などを行う必要があることから、時
限措置でなく、恒久的な措置とすべきである。 
また、令和４年度に対象事業として追加された脱炭素化事

業は施設の改修のみが対象とされているが、脱炭素化の推進
に向けては、新築や建替えを含めて施設の環境性能を向上さ
せることが必要であることから、新築や建替えも対象に含め
ること。 

（２）将来の公債費負担の軽減を図るため、地方債のうち公的資
金について、貸付金利の設定を全て小数第３位へ引き下げ
るなど、負担軽減に寄与する借入条件の改善及び安定的な
資金量の確保を図るべきである。 

   また、補償金免除繰上償還については、利率が５％未満の
残債についても対象とするなど、要件の緩和を図り、改めて
実施すべきである。 
さらに、地方債の償還期間については、施設の耐用年数に

応じて延長を図るなど、弾力的運用を行うべきである。 

【国の対応状況、検討状況等を含め具体的に記載】 

（要請が反映された項目・内容）※一部反映された項目・内容も記載 

○ 公共施設等適正管理推進事業債 

公用施設の追加及び恒久的な措置はされなかったものの、新たに「脱炭素化推進事業費」

を 1000 億円計上し、脱炭素化推進事業債が創設され、再生可能エネルギー、公共施設等

の ZEB 化は新築・改築が対象となった。 

（要請が反映されなかった項目・内容） 

○ 公的資金の借入条件及び補償金免除繰上償還、地方債の償還期間については、明確な国

の方針が示されなかった。 



 

大都市財源拡充に関する要望運動の進め方について（案） 

 

１ 方  針 

（１）「大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望」（以下「財源拡充要望書（青本）」と

いう。）及び「税制改正要望事項」に基づいて、関係方面における政策審議過程の最も効果的な段

階に、政府及び税制調査会並びに各政党等に対する要望運動を行うこととする。 

（２）中央情勢の動向に対応して必要があるときには、緊急要望書を作成し、関係方面に対する要望運

動を行うこととする。 

 

２ 具体的方法 

（１）財源拡充要望書（青本）に基づく要望運動について 

① 政府及び政党 

要望時期…10月上中旬を目安 

要 望 者…幹事市の市長・議長 

要 望 先…内閣府、内閣官房、総務省、財務省、各政党 

     （総務省・自民党 以外は事務局対応） 

 

② 政府税制調査会（特別委員含む）及び経済財政諮問会議 

要望時期…①以降 

要望先等…①により対応する以外の委員及び構成員について、事務局で対応 

 

③ 衆議院・参議院総務委員会及び政党（党派別要望）等 

税財政関係特別委員会において実施されるよう議会側に要請する。 

○ 税財政関係特別委員長会議 （座長：幹事市の委員長） 

10 月上中旬に開催し、下記の要望運動の進め方について協議 

    ア 衆議院・参議院総務委員会 

要望時期…10月中下旬（衆・参総務委員長と調整） 

要 望 者…幹事市の税財政関係特別委員長 

    イ 政党（党派別要望） 

要望時期…11月上中旬を目安（政党と調整） 

要 望 者…各市の税財政関係特別委員（座長：別途定める担当市） 

    ウ 地元選出国会議員 

要望時期…税財政関係特別委員長会議直後～11月下旬を目安（各国会議員と調整） 

要 望 者…各市の税財政関係特別委員 

※ なお、①及び②については、「税制改正要望事項」に基づく要望運動も併せて実施する。 

この場合、議長は要望者に加わらないものとする。 

※ ③-イの党派別要望（懇談会）のうち、日本維新の会については、昨年度同様、ＷＥＢでの要請活

動となる見込み（政党からの提案に基づく）。 

資料３ 



（２）政党税制調査会等に対する要望運動 

党の定める方法等に則って要望運動を実施する。 

陳 述 日… 政党が設定する日（令和４年度実績 自民党；10/27） 

陳 述 者… 原則として会長（党から地方自治関係団体代表者に要請） 

陳述方法… 自民党政策懇談会等の政党が設定する場で要望陳述 

 

（３）緊急要望書に基づく要望運動について 

緊急要望を行うときは、その内容及び活動の具体的方法を別途協議のうえ定める。 

 

（参考） 

○青本・税制改正要望の要望先等（案）について 

要望項目 要望先 要望者 

青本 

政府・政党 

政府税調（特別委員含む） 

経済財政諮問会議 

衆参総務委員会 等 

指定都市 

（市長・議長） 

税制改正要望 

政府・政党 

政府税調（特別委員含む） 

政党税調 

経済財政諮問会議 

指定都市 

市長会 

 


